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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月

売上高 （百万円） 16,919 19,244 22,147 22,747 22,470

経常利益 （百万円） 63 947 1,986 1,630 1,293

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） △83 1,058 1,703 1,398 943

包括利益 （百万円） △205 1,445 1,769 1,701 607

純資産額 （百万円） 9,799 11,245 13,072 14,707 15,187

総資産額 （百万円） 16,896 18,974 21,664 22,002 21,351

１株当たり純資産額 （円） 1,734.05 1,993.45 2,279.62 2,552.10 2,634.95

１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △14.87 188.65 300.33 243.80 164.45

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 57.6 58.9 60.1 66.6 70.8

自己資本利益率 （％） △0.8 10.1 14.1 10.1 6.3

株価収益率 （倍） － 3.2 2.7 4.0 5.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 600 2,301 2,469 812 517

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 263 △115 △80 △380 △185

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △986 △478 △15 △887 △334

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 5,325 7,040 9,414 8,970 8,960

従業員数
（名）

1,020 1,024 1,075 1,126 1,182

［外、平均臨時雇用者数］ [168] [196] [185] [202] [197]

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（平成25年９月13日　企業会計基準委員会　企業会計

基準第21号）等を適用し、従来の「当期純利益又は当期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）」としております。

３　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第５期の「株価収益率」については、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しているため記載しておりま

せん。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月

売上高 （百万円） 500 490 652 784 775

経常利益 （百万円） 285 261 403 553 546

当期純利益 （百万円） 215 223 375 548 524

資本金 （百万円） 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数 （株） 7,261,060 7,261,060 7,261,060 7,261,060 7,261,060

純資産額 （百万円） 17,653 17,905 18,242 18,721 19,097

総資産額 （百万円） 19,218 19,303 19,696 19,427 19,583

１株当たり純資産額 （円） 3,075.26 3,119.18 3,177.91 3,261.63 3,327.16

１株当たり配当額 （円） － 8 15 22 26

（うち、１株当たり

中間配当額）
（円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 37.56 38.92 65.48 95.60 91.44

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 91.9 92.8 92.6 96.4 97.5

自己資本利益率 （％） 1.2 1.3 2.1 3.0 2.8

株価収益率 （倍） 13.2 15.4 12.2 10.2 9.4

配当性向 （％） － 20.6 22.9 23.0 28.4

従業員数 （名） 26 26 27 21 19

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

平成19年１月 株式会社エイトコンサルタント及び日本技術開発株式会社（以下、「両社」という。）が、両社の取

締役会による決議において、株式移転により両社の完全親会社となる当社を設立し、その傘下で経営

統合を行うことを決定し、株式移転に係る基本合意書を締結。

平成19年４月 両社の臨時株主総会において、両社が共同で株式移転により当社を設立し、両社がその完全子会社と

なることについて承認。

平成19年５月 両社上場廃止。

平成19年６月 当社設立。

平成19年６月 株式会社東京証券取引所（市場第二部）に上場。

平成20年１月 株式会社エイトコンサルタント（連結子会社）における計測事業を、吸収分割により日本インフラマ

ネジメント株式会社（連結子会社）に承継するとともに、株式会社エイトコンサルタントが保有する

日本インフラマネジメント株式会社の株式を吸収分割により当社に承継。

平成21年６月 日本技術開発株式会社（連結子会社）の建設コンサルタント事業等を、吸収分割により株式会社エイ

トコンサルタント（連結子会社）に承継するとともに、株式会社エイトコンサルタントは株式会社エ

イト日本技術開発に、日本技術開発株式会社は株式会社ＥＪビジネス・パートナーズに、それぞれ社

名変更。

平成22年６月 株式交換により株式会社近代設計（連結子会社）を子会社化。

平成27年５月 株式会社エイト日本技術開発（連結子会社）が株式会社ＥＪビジネス・パートナーズ（連結子会社）

を吸収合併。
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３【事業の内容】

当グループは、当社及び当社の関係会社12社（連結子会社６社、非連結子会社４社、関連会社１社、その他の関係会

社１社）によって構成されております。

当社は純粋持株会社であり、グループ経営管理を行っております。

連結子会社は、官公庁の公共事業等において、企画から施工監理までを一貫して提供できる総合建設コンサルタント

事業を行っております。株式会社エイト日本技術開発は、企画・計画、設計、診断、マネジメント等の建設コンサルタ

ント業務を中心に行っており、また、日本インフラマネジメント株式会社は測量、施工監理、計測機器のレンタル等を

中心に、株式会社近代設計は、道路・都市関係構造物に関連する建設コンサルタント業務を中心に行っております。さ

らに、株式会社共立エンジニヤ及び共立工営株式会社は、測量、地質調査の調査業務を中心に、また、都市開発設計株

式会社は上下水道施設の設計等の建設コンサルタント業務を中心に行っております。

当連結会計年度末における、事業内容と当社及び連結子会社等の位置付けは次のとおりであります。

区分及び主要事業 会社名

グループ全体を管理・統括する持株会社 Ｅ・Ｊホールディングス㈱（当社）

総合建設
コンサルタント事業

建設コンサルタント業務

建設コンサルタント ㈱エイト日本技術開発
日本インフラマネジメント㈱
㈱近代設計
㈱共立エンジニヤ
共立工営㈱
都市開発設計㈱
㈱エンジョイファーム
㈱ストロベリーファーム
㈱那賀ウッド
㈱未来基盤情報センター
㈱演算工房

補償コンサルタント

調査業務

測量

地質調査

 

 

 

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当しておりま

す。これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断することと

なります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）割合

関係内容
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

（連結子会社）       

㈱エイト日本技術開発

（注）３，４
岡山市北区 2,056

総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 －

経営指導

役員の兼任　６名

日本インフラマネジメント㈱ 岡山市北区 45
総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 － 経営指導

㈱近代設計

（注）４
東京都千代田区 50

総合建設コンサルタ

ント事業
100.0 －

経営指導

役員の兼任　２名

㈱共立エンジニヤ 島根県松江市 56
総合建設コンサルタ

ント事業

100.0

(100.0)
－  

共立工営㈱ 愛媛県松山市 22
総合建設コンサルタ

ント事業

100.0

(100.0)
－  

都市開発設計㈱ 群馬県前橋市 31
総合建設コンサルタ

ント事業

78.8

(78.8)
－ 役員の兼任　１名

（その他の関係会社）       

㈱八雲 岡山市北区 100 保険代理業 － 33.8 役員の兼任　１名

（注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有割合であります。

３　特定子会社であります。

４　売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ㈱エイト日本技術開発 ㈱近代設計

(1）売上高 17,361百万円 3,081百万円

(2）経常利益 1,048百万円 130百万円

(3）当期純利益 809百万円 98百万円

(4）純資産額 13,530百万円 397百万円

(5）総資産額 18,165百万円 1,056百万円
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成28年５月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

総合建設コンサルタント事業 1,182　[197]

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　「従業員数」欄の［外書］は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の年間平均雇用人員でありま

す。

 

（２）提出会社の状況

平成28年５月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

19 50.2 5.8 7,528,227

（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員は、連結子会社の株式会社エイト日本技術開発等と兼務しており、通算した平均勤続年数は22.0年で

あります。

４　当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。

 

（３）労働組合の状況

　連結子会社の株式会社エイト日本技術開発には労働組合（エイト日本技術開発労働組合）が結成され、全国建設

関連産業労働組合連合会に所属しており、また、当社並びに他の連結子会社には労働組合は結成されておりません

が、いずれの会社においても、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（平成25年９月13日　企業会計基準委員会　企業会計基準

第21号）等を適用し、従来の「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

 

当連結会計年度における世界経済は、米国の金利引き上げ、欧州のマイナス金利導入、中国経済の失速懸念、原

油安などから、世界的な株価下落が起こるなど、不透明要因が残る状況で推移いたしました。

わが国経済は、世界経済の不安定要因による、円高、株安の影響による企業や消費者のマインド下押し、在庫調

整による生産抑制などから、景気回復の実感のないまま推移いたしました。

また、近年の異常気象による豪雨災害や火山の噴火懸念、頻発する地震等に対し、防災・減災対策等の整備のあ

り方等を含め、国土強靭化地域計画の策定が急がれるなか、平成28年４月に熊本県を中心に震度７を記録する一連

の熊本地震が発生し、大きな被害が発生しています。当社グループにおきましても発生後速やかに調査団を派遣

し、被害状況の把握、緊急点検や復旧計画の策定等の復旧の支援にあたっております。

建設コンサルタント業界の経営環境としましては、迫りくる巨大地震や自然災害に対する防災・減災対策、老朽

化インフラ施設の点検・診断・対策検討、地域活性化施策の推進などの公共事業投資が比較的堅調に推移しており

ましたが、当連結会計年度後半においては前年と比較し全体的に減速感がみられ、逼迫した財政状況、受発注者双

方の人手不足や技術の継承の課題とともに、経営環境は不透明さを残した状況が継続しております。

このような状況の中、当連結グループは、平成26年７月11日に公表しました「Ｅ・Ｊグループ第３次中期経営計

画」の２年目にあたり「我が国第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタント」として、信頼されるブラン

ド力を備えることを基本目標として、「グループ連携の強化」「戦略的事業への取り組み及び弱点領域の強化」

「新たな価値を創造する人材力強化」「安定的な経営基盤の確立」という４つの基本方針のもと、連結子会社の連

携を強化し、弱点地域や弱点分野の受注シェアの拡大、グループ内人材の育成並びに新規・中途人材の採用にも積

極的に取り組み、さらなる飛躍に向けて邁進してまいりました。

特に、当連結グループが重点分野と定める、環境・エネルギー分野、自然災害リスク軽減分野、都市・地域再生

分野、インフラ・マネジメント分野、情報・通信分野及び海外コンサルティング分野に対しては、国内外において

案件創出型の営業活動を積極的に推進し、技術の高度化並びに総合化により顧客評価の向上に努め、高付加価値型

業務の受注拡大に努めてまいりました。

さらに、当連結グループは、「インフラ・ソリューション・コンサルタントグループ」としての責務を果たすた

め、上記の他に、地方における農林業や観光振興に配慮した新たな地域再生・活性化事業にも積極的に対応してい

るところであります。

この結果、当連結会計年度の業績は、受注は年度中盤に伸び悩みましたが、受注高227億31百万円（前連結会計

年度比102.6％）と前年並みとなりました。しかしながら、熊本地震災害や高速道路の橋梁工事での橋桁落下事故

などから発注者における工期延期などの影響を受け、売上高224億70百万円（同 98.8％）となりました。一方、損

益面においては、売上高の微減の影響のほか、従業員数増による人件費の増加等の要因で、売上原価率が0.3ポイ

ント悪化し、営業利益12億50百万円（同 80.7％）、経常利益12億93百万円（同 79.4％）となり、親会社株主に帰

属する当期純利益は９億43百万円（同 67.5％）となりました。

なお、当連結グループは、強固な経営基盤の構築と新たなビジネスモデルの構築により、次なる成長を加速させ

てまいります。

当連結グループのセグメントは、総合建設コンサルタント事業のみの単一セグメントでありますので、セグメン

ト別の業績は記載しておりません。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末

と比べ10百万円減少し、89億60百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は５億17百万円（前連結会計年度は８億12百万円の増加）となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益12億96百万円、減価償却費２億31百万円をそれぞれ計上したこと、たな卸

資産が２億74百万円、未成業務受入金が２億13百万円、未払消費税等が１億97百万円それぞれ減少したこと、ま

た、法人税等の支払２億93百万円の結果によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は１億85百万円（前連結会計年度は３億80百万円の減少）となりました。

これは主に、預入期間が３ヶ月超の定期預金の払戻により５億円増加した一方で、預入期間が３ヶ月超の定期預

金の預入により４億20百万円、有形固定資産の取得により１億54百万円、無形固定資産の取得により66百万円それ

ぞれ減少したことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は３億34百万円（前連結会計年度は８億87百万円の減少）となりました。

これは主に、短期借入金の純減により２億円、配当金の支払により１億26百万円それぞれ減少したことによるも

のであります。

 

 

２【生産、受注及び販売の状況】

　当連結グループは「総合建設コンサルタント事業」の単一セグメントでありますが、生産、受注及び販売の状況に

ついては、建設コンサルタント業務、調査業務の２業務に区分して記載しております。

（１）生産実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 18,973 100.1

調査業務 3,153 90.6

合計 22,126 98.6

（注）　上記の金額は販売価格に生産進捗率を乗じて算出しており、消費税等は含まれておりません。

 

（２）受注実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

受注高 受注残高

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 19,808 106.1 9,617 107.8

調査業務 2,922 83.8 1,193 73.3

合計 22,731 102.6 10,811 102.5

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（３）販売実績

業務別

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％）

建設コンサルタント業務 19,111 99.3

調査業務 3,358 95.7

合計 22,470 98.8

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

相手先 販売高（百万円） 割合（％） 相手先 販売高（百万円） 割合（％）

国土交通省 7,618 33.5 国土交通省 6,000 26.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

当連結グループは、第８期（平成26年６月１日～平成27年５月31日）からの第３次中期経営計画「グローカル

チャレンジ２０１６」（平成26年６月１日～平成29年５月31日）をスタートさせました。この中期経営計画は、第

２次中期経営計画（平成23年６月1日～平成26年５月31日）を引き継ぐ形で、2020年（平成32年）までの長期をに

らみながら、目標とする「わが国第一級のインフラ・ソリューション・コンサルタントグループ」を実現すべく、

魅力ある知的価値創造型の企業グループの確立を目指していきます。

このため、「グループ連携の強化」「戦略的事業への取り組み及び弱点領域の強化」「新たな価値を創造する

人材力強化」「安定的な経営基盤の確立」を基本方針として掲げ、必要な以下の施策等を実施してまいります。

①グループの持つ技術の結集による良質なサービスの提供及び新たな事業の開拓

②震災復興への貢献、インフラ長寿命化対応、国土強靭化対応などへの取り組み強化

③営業基盤の弱い国内地域や海外への取り組み強化

④多様な人材の確保・育成とプロフェッショナリズムの確立

⑤品質向上・技術力向上に向けた新たな展開

さらに、グループ全体のコンプライアンス体制、ガバナンス体制を整備し、運用、検証を行うとともに、リス

ク管理体制の強化に取り組み、内部統制システムの充実に努めることも重要な課題として対処してまいります。

また、当社の連結子会社である株式会社エイト日本技術開発が財団法人宮崎県環境整備公社（現　公益財団法人

宮崎県環境整備公社）から平成11年～平成14年にかけて受注した廃棄物処理施設「エコクリーンプラザみやざき」

の一部である浸出水調整池の完成後の損傷及び浸出水の塩化物処理能力の不足が判明した件に関し、同公社より、

事実経過の解明及び責任の有無を明確にするため、平成22年４月28日付で株式会社エイト日本技術開発及び工事施

工会社３社に対し同施設の完成後の損傷について10億14百万円（提出日現在の請求額12億４百万円）の損害賠償

を、また、株式会社エイト日本技術開発に対して浸出水の塩化物処理能力の不足について５億73百万円（提出日現

在の請求額７億５百万円）の損害賠償を求めている訴訟は、現在も係争中であります。

この損害賠償請求額は、同公社が一方的に査定した金額であり、現時点では、原告の請求の全部又は一部が認め

られるのか、認められるとした場合の原告と被告の過失割合や被告間での責任分担などにつきましては、依然とし

て、まったく予測することができない状況であります。

株式会社エイト日本技術開発としましては、本件における瑕疵、債務不履行ないしは不法行為上の過失がないこ

とを主張しているところであり、今後も引き続き裁判手続において正当性を主張していく所存であります。本件解

決までに要する期間を予測することはできませんが、当連結グループとしましては、この事実を真摯に受け止め、

品質管理に万全を期すため業務照査等への取り組みを一層強化してまいる所存であります。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。当連結グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当連結グループが判断したものであります。

 

（１）官公庁等への売上依存について

当連結グループは、国土交通省等の中央省庁及び地方自治体を主要顧客としており、これらの官公庁等に対する

売上依存度は90％程度と高い比率になっております。このため、当連結グループの経営成績は、今後の公共投資額

の変動により影響を受ける可能性があります。

 

（２）経営成績の季節的な変動について

当連結グループの売上高は、主要顧客である中央省庁及び地方自治体への納期が年度末に集中することから、第

４四半期連結会計期間に偏重しております。これに伴い、当連結グループの利益も第４四半期連結会計期間に偏重

する傾向があります。

なお、前連結会計年度及び当連結会計年度の各四半期連結会計期間の売上高、営業損益は、下表のとおりであり

ます。

（単位：百万円、％）
 

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

 
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期
第１
四半期

第２
四半期

第３
四半期

第４
四半期

通期

売上高 1,733 2,674 3,097 15,242 22,747 1,689 2,593 2,685 15,501 22,470

構成比 7.6 11.8 13.6 67.0 100.0 7.5 11.5 12.0 69.0 100.0

営業利益又

は営業損失

（△）

△839 △554 △299 3,242 1,548 △1,002 △746 △385 3,384 1,250

 

（３）災害による事業活動への影響について

当連結グループの事業拠点の中には、大規模地震の危険性が指摘されている地域に含まれているものがありま

す。当連結グループでは、このような自然災害に備えてＢＣＰ（事業継続計画）を策定するなど防災管理体制を強

化しておりますが、災害の規模によっては主要設備、データの損傷等により、当連結グループの経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

（４）成果品に関する瑕疵について

当連結グループでは、専任者による厳格な照査等を実施することにより、常に成果品の品質の確保と向上に努め

ております。また、万が一瑕疵が発生した場合に備えて損害賠償責任保険に加入しております。しかし、成果品に

瑕疵が発生し賠償金を支払うこととなった場合や指名停止などの行政処分を受けるような事態が生じた場合には、

当連結グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（５）法的規制について

当連結グループは事業活動を実施するにあたり、独占禁止法、下請法、会社法、金融商品取引法その他の様々な

法令の規制を受けております。当連結グループでは、コンプライアンス・プログラムを作成し、行動規範、遵守項

目、行動指針などを定め、すべての役職員が法令遵守の徹底に努めておりますが、万が一法令違反が発生した場合

には、当連結グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（６）情報セキュリティーについて

当連結グループの事業は、公共性が高く、個人情報を含む様々な機密情報を取り扱っております。当連結グルー

プは全社的な情報管理体制を構築し、情報管理の徹底に努めておりますが、万が一情報漏洩等が発生した場合に

は、当連結グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当連結グループの研究開発は、株式会社エイト日本技術開発が主体的に実施しております。

当連結グループでは、多様化・高度化・複雑化する顧客ニーズに対し、質の高い技術サービス及び成果品を提供

するため、新技術の修得・導入及び品質・生産性の向上を目指して外部の公的機関等との共同研究も積極的に取り

入れながら、多面的な研究開発に取り組んでいます。

また、平成27年６月１日付で株式会社エイト日本技術開発に災害リスク研究センターを設立し、全ての国民が

「安全・安心」に暮らせる基盤整備への貢献を目的に、防災・減災分野の研究開発体制を整備いたしました。

当連結会計年度は、主として以下の活動を実施いたしました。

 

①防災

災害リスク研究センターでは、地震防災、水防災、土砂防災の各グループを編成し、それぞれの社会的ニーズ

に対応した固有技術の研究開発に取り組んでいます。

・地震防災グループ：地震被害想定手法・地震動予測・地震動分布推定手法の高度化、災害データベースの構築

及びＧＩＳ開発等

・水防災グループ：津波・高潮解析手法の高度化、中央大学との共同研究により、都市域における家屋などの構

造物を考慮した津波のシミュレーション手法及び津波による避難シミュレーション技術の研究

・土砂防災グループ：自然及び人工斜面の地震時崩壊危険個所抽出技術の開発、河川堤防の液状化の設計手法検

討（国立研究開発法人土木研究所のＷＧとして参画）、国立研究開発法人土木研究所等との共同によるＩＴ傾

斜計実証実験

②環境

・伝達関数を用いた道路交通振動の簡易計測手法の開発

・早期安定・無放流最終処分場システムの開発

③地質解析

・近赤外線の非破壊測定法による岩盤強度や地盤評価手法の確立、ＣＮＳ分析による平野部の堆積環境の把握、

Ｘ線回折、元素分析等による地質解析の支援（斜面、断層、軟弱地盤等）

 

研究成果

・国立研究開発法人土木研究所より「河川堤防の液状化対策の手引き　平成28年３月」を発行（ＷＧメンバー）

・国立研究開発法人土木研究所より「特殊な地すべり環境下で使用する観測装置設置の手引き　平成28年３月」

を発行（ＷＧメンバー）

 

当連結会計年度における研究開発費用の総額は46百万円であります。なお、当連結グループのセグメントは「総

合建設コンサルタント事業」のみであります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

 

（１）財政状態

当連結会計年度末の総資産は213億51百万円となり、前連結会計年度末と比べ６億51百万円減少いたしました。

流動資産は142億55百万円となり、前連結会計年度末と比べ２億13百万円減少いたしました。これは主に、受取

手形及び売掛金が１億53百万円増加した一方で、現金及び預金が75百万円、たな卸資産が２億74百万円それぞれ減

少したことによるものであります。

固定資産は70億95百万円となり、前連結会計年度末と比べ４億38百万円減少いたしました。これは主に、時価下

落等により投資有価証券が３億31百万円、償却によりのれんが98百万円それぞれ減少したことによるものでありま

す。

当連結会計年度末の負債は61億63百万円となり、前連結会計年度末と比べ11億32百万円減少いたしました。これ

は主に、短期借入金が２億円、未払金が１億45百万円、未払消費税等が１億97百万円、未成業務受入金が２億13百

万円それぞれ減少したことによるものであります。

当連結会計年度末の純資産は151億87百万円となり、前連結会計年度末と比べ４億80百万円増加いたしました。

これは主に、時価下落等により、その他有価証券評価差額金が２億１百万円減少した一方で、親会社株主に帰属す

る当期純利益の計上等により利益剰余金が８億17百万円増加したことによるものであります。

また、当連結会計年度末の自己資本比率は、前連結会計年度末と比べ4.2ポイント上昇して70.8％となり、流動

比率は、50.2ポイント上昇して303.3％となりました。

 

（２）経営成績

当連結会計年度の売上高は224億70百万円となり、前連結会計年度と比べ２億77百万円の減収となりました。こ

れは主に、前連結会計年度と比べ受注高が５億67百万円増加したものの、熊本地震災害や高速道路の橋梁工事での

橋桁落下事故などから発注者における工期延期の影響を受け、業務完成が翌期にずれ込むものがあったことによる

ものであります。

売上原価は、人件費の増加等の要因はあるものの、外部費用の削減、業務プロセス改善などの構造改革の継続に

努めた結果、前連結会計年度と比べ１億36百万円減少し162億22百万円となり、売上原価率は72.2％で0.3ポイント

の上昇にとどまりました。

この結果、売上総利益は62億47百万円となり、前連結会計年度と比べ１億40百万円の減益、また、売上総利益率

は27.8％となり0.3ポイントの低下となりました。

販売費及び一般管理費は、給料及び手当が67百万円、その他に含まれる租税公課（外形標準課税等）が40百万円

それぞれ増加し、また、株式会社エイト日本技術開発の創立60周年に関連する費用を計上したこと等により、前連

結会計年度と比べ１億58百万円増加し49億97百万円となり、また、売上高に対する比率は22.2％で0.9ポイント上

昇いたしました。

これにより、営業利益は12億50百万円となり、前連結会計年度と比べ２億98百万円の減益、また、売上高営業利

益率は5.6％となり1.2ポイントの低下となりました。

営業外収益は、受取保険金57百万円計上した前連結会計年度と比べ81百万円減少し、１億７百万円となりまし

た。一方、営業外費用は、営業外債権に対する貸倒引当金の繰入額が32百万円減少したこと等により43百万円減少

し、63百万円となりました。

この結果、経常利益は12億93百万円となり、前連結会計年度と比べ３億36百万円の減益、また、売上高経常利益

率は5.8％となり1.4ポイントの低下となりました。

特別利益は投資有価証券売却益が生じ、３百万円を計上した一方、当連結会計年度において特別損失は発生しま

せんでした。

これにより、税金等調整前当期純利益は12億96百万円となり、前連結会計年度と比べ２億86百万円の減益となり

ました。

法人税等合計は、法人税等調整額（費用）が前連結会計年度と比べ１億97百万円増加したこと等により、１億68

百万円増加し、３億47百万円となりました。

これにより、当期純利益は９億49百万円となり、前連結会計年度と比べ４億55百万円の減益となりました。

また、非支配株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ０百万円減少し、５百万円となりました。

この結果、親会社株主に帰属する当期純利益は９億43百万円となり、前連結会計年度と比べ４億54百万円の減益

となりました。
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（３）キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比べ２億86百万円減少した

こと、また、売上債権の増加額が５億64百万円減少、未成業務受入金の増加額が５億82百万円増加、仕入債務の増

加額が３億38百万円減少、未払消費税等の増加額が４億42百万円減少したこと等により、前連結会計年度と比べ２

億95百万円減少し、５億17百万円の資金増となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出が99百万円減少したこと、定期預金の払戻に

よる収入が40百万円増加したこと、有形固定資産の取得による支出が53百万円減少したこと、投資有価証券の取得

による支出が42百万円増加したこと等により、前連結会計年度と比べ１億95百万円増加し、１億85百万円の資金減

となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減額が４億円減少したこと、長期借入金の返済が２億22

百万円減少したこと等により、前連結会計年度と比べ５億53百万円増加し、３億34百万円の資金減となりました。

また、現金及び現金同等物に係る換算差額が前連結会計年度と比べ19百万円減少し、７百万円の減算となりまし

た。

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物残高は、89億60百万円となり、前連結会計年度末と比べ10百

万円減少いたしました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資の総額は１億96百万円で、主なものとしては都市開発設計株式会社の倉庫建設（土地取

得を含む）37百万円、株式会社エイト日本技術開発の基幹システムサーバー更新33百万円、ネットワークルータ更新

23百万円があります。

　なお、当連結グループのセグメントは「総合建設コンサルタント事業」のみであります。

 

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【主要な設備の状況】

　当連結グループの主要な設備は、次のとおりであります。

国内子会社

平成28年５月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（名）

建物
及び構築物

土地
その他 合計

金額
面積
（㎡）

㈱エイト日本
技術開発

本店・中国
支社
（岡山市
北区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
238

[37]

414

[18]

4,758

[401]

80

[0]

733

[56]

174

(40)

㈱エイト日本
技術開発

東北支社
（仙台市
若林区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 110 108 1,245 1 220
54

(11)

㈱エイト日本
技術開発

関西支社
（大阪市
淀川区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
207

[5]
174 1,108 4

386

[5]

89

(34)

㈱エイト日本
技術開発

松江支店
（島根県
松江市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 67 44 1,892 1 113
20

(3)

㈱エイト日本
技術開発

広島支店
（広島市
東区）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所
103

[66]

134

[88]

442

[291]

0

[0]

238

[154]

21

(5)

㈱エイト日本
技術開発

四国支社
（愛媛県
松山市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 82 557 3,662 1 641
50

(9)

都市開発設計
㈱

本社
（群馬県
前橋市）

総合建設コ
ンサルタン
ト事業

事務所 31 135 1,439 3 170
19

(2)

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記中の［外書］は、連結会社以外への賃貸設備であります。なお、当該賃貸設備は連結貸借対照表上、投

資不動産として表示しております。

３　帳簿価額の「その他」は、主として、工具、器具及び備品であります。

４　「従業員数」欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー及びアルバイト）の年間平均雇用人員でありま

す。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設

　特記すべきことはありません。

 

（２）重要な設備の改修

　株式会社エイト日本技術開発において、同社のBCP（事業継続計画）にもとづき、大規模災害が発生した場合、最

前線にたって復旧・復興にあたる企業としての社会的責任を果たすため、以下の設備において建物の一部改修を計画

しております。

 

 
会社名

事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

㈱エイト日
本技術開発
 

本店・中国
支社
（岡山市
北区）

総合建設
コンサル
タント事
業

事務所 650 －
自己資金
及び借入
金

平成28年10月 平成30年3月 （注）２

㈱エイト日
本技術開発
 

四国支社
（愛媛県
松山市）

総合建設
コンサル
タント事
業

事務所 270 －
自己資金
及び借入
金

平成28年10月 平成29年3月 （注）２

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　社屋の建替であり、生産能力の増加はありません。

 

（３）重要な設備の除却等

　特記すべきことはありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,000,000

計 29,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成28年５月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年８月31日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,261,060 7,261,060
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、株主と

しての権利内容に制限のない、

当社における標準となる株式で

あり、単元株式数は100株であ

ります。

計 7,261,060 7,261,060 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年12月１日 6,898,007 7,261,060 － 2,000 － 1,500

（注）　株式分割（１株を20株に分割）に伴う増加であります。
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（６）【所有者別状況】

平成28年５月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 12 12 25 11 4 1,611 1,675 －

所有株式数

（単元）
－ 4,936 836 20,416 840 103 45,238 72,369 24,160

所有株式数

の割合（％）
－ 6.82 1.16 28.21 1.16 0.14 62.51 100.00 －

（注）　自己株式1,521,080株は、「個人その他」に15,210単元、「単元未満株式の状況」に80株含まれております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成28年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社八雲 岡山県岡山市北区伊島北町２－22 1,931,200 26.60

Ｅ・Ｊホールディングス社員持株会 岡山県岡山市北区津島京町３－１－21 392,220 5.40

小　谷　裕　司 岡山県岡山市北区 259,900 3.58

小　谷　敏　幸 島根県松江市 118,500 1.63

小　谷　満　俊 岡山県岡山市北区 90,100 1.24

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 79,000 1.09

小　谷　浩　治 岡山県岡山市北区 78,000 1.07

株式会社山陰合同銀行 島根県松江市魚町10 78,000 1.07

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 72,100 0.99

内　藤　正　昭 神奈川県横浜市泉区 66,500 0.92

計 － 3,165,520 43.60

（注）　上記のほか、当社所有の自己株式1,521,080株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合20.95％がありま

す。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,521,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   5,715,900 57,159 －

単元未満株式 普通株式      24,160 － －

発行済株式総数 7,261,060 － －

総株主の議決権 － 57,159 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年５月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

（自己保有株式）      

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社
岡山県岡山市北区

津島京町３－１－21
1,521,000 － 1,521,000 20.95

計 － 1,521,000 － 1,521,000 20.95

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 80 0

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成28年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,521,080 － 1,521,080 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成28年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増請求に係る売却による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対して長期的な安定した利益還元の継続が株主価値の増大に繋がるものと認識しておりま

す。利益配分に関する基本方針としましては、中長期的な視点にたち、利益の再投資を通じて株主価値の向上を図る

とともに、株主の皆様への直接的な利益還元には配当で応えるなど、総合的な観点から利益配分を行ってまいりま

す。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当を行う場

合は取締役会、期末配当を行う場合は株主総会であります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

このような方針のもと、当事業年度の剰余金の配当につきましては、当事業年度のグループ業績等を勘案し、期末

配当として前事業年度より４円の増配となる１株につき26円といたします。

内部留保資金の使途につきましては、将来にわたる株主利益を確保するために、企業体質の強化や積極的な事業展

開を図るための投資に活用してまいります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成28年８月30日

定時株主総会決議
149 26

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成24年５月 平成25年５月 平成26年５月 平成27年５月 平成28年５月

最高（円） 580 666 1,319 1,260 1,139

最低（円） 422 467 490 795 774

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成27年
12月

平成28年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 1,004 988 919 900 948 887

最低（円） 918 853 774 850 820 830

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性10名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役

社長
 小　谷　裕　司 昭和32年11月25日生

平成２年８月 株式会社アイ・エヌ・エー（現 株式

会社クレアリア）退職

注３ 259,900

平成２年９月 株式会社エイトコンサルタント（現

株式会社エイト日本技術開発）入社

平成４年４月 同　東京事務所長

平成４年７月 同　取締役東京事務所長

平成６年７月 同　常務取締役社長室長

平成８年８月 同　代表取締役社長（現任）

平成10年１月 株式会社八雲代表取締役（現任）

平成19年６月 当社代表取締役社長（現任）

取締役 企画本部長 磯　山　龍　二 昭和27年９月11日生

昭和57年４月 日本技術開発株式会社（現 株式会社

エイト日本技術開発）入社

注３ 19,300

平成17年９月 同　取締役常務執行役員技術本部長

平成19年６月 同　取締役常務執行役員リサーチ・エ

ンジニアリング部門長

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員総合企画本部長

平成23年６月 同　取締役常務執行役員特命事項担当

 当社企画本部長

平成23年８月 同　取締役企画本部長（現任）

平成26年６月

 
平成28年８月

株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員総合企画本部長

同　代表取締役副社長兼総合企画本部

長（現任）

取締役 管理本部長 浜　野　正　則 昭和29年12月17日生

昭和54年４月 株式会社八雲建設コンサルタント

（現　株式会社エイト日本技術開発）

入社

注３ 5,100

平成15年６月 株式会社エイトコンサルタント（同）

経理部長

平成18年６月 同　執行役員管理本部副本部長

平成19年６月 当社管理本部副本部長

平成23年６月 同　管理本部長

平成23年８月 同　取締役管理本部長（現任）

平成25年６月 株式会社エイト日本技術開発執行役員

管理本部長

平成25年８月 同　取締役執行役員管理本部長

平成26年６月

 
同　取締役常務執行役員管理本部長

（現任）

取締役  藤　井　　　勉 昭和27年４月26日生

昭和50年４月 株式会社八雲建設コンサルタント

（現　株式会社エイト日本技術開発）

入社

注３ 18,800

平成14年６月 株式会社エイトコンサルタント（同）

名古屋支店長

平成18年７月 同　執行役員経営企画部長

平成19年６月 当社企画・統括本部長

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員関西支社長

平成23年８月 同　取締役常務執行役員地域統括担当

兼事業推進本部長

 
平成28年８月

当社取締役（現任）

株式会社エイト日本技術開発取締役専

務執行役員地域統括担当兼事業推進本

部長（現任）

取締役  古　川　保　和 昭和25年３月29日生

昭和47年４月 日本技術開発株式会社（現 株式会社

エイト日本技術開発）入社

注３ 18,900

平成17年９月 同　常務執行役員大阪支社長

平成19年８月 同　取締役常務執行役員統合企画推進

本部副本部長

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員国際事業本部長

平成23年６月 同　取締役専務執行役員事業統括担当

平成23年８月 同　代表取締役専務執行役員事業統括

担当

 
平成25年６月

 
平成27年８月

平成28年８月

当社取締役（現任）

株式会社エイト日本技術開発代表取締

役副社長執行役員

同　代表取締役副社長

同　最高顧問（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役  阪　田　憲　次 昭和18年４月16日生

昭和44年４月 鳥取大学助手

注３ －

昭和52年４月 岡山大学助教授

昭和63年４月 岡山大学教授

平成11年４月 岡山大学環境理工学部長

平成20年５月 社団法人日本コンクリート工学協会

（現 公益社団法人日本コンクリート

工学会）会長

平成21年４月 岡山大学名誉教授（現任）

平成21年５月 ダム工学会（現 一般社団法人ダム工

学会）会長

平成22年１月 一般社団法人岡山県コンクリート技術

センター理事長（現任）

平成22年５月 社団法人土木学会（現 公益社団法人

土木学会）会長

平成26年８月 当社取締役（現任）

取締役  二　宮　幸　一 昭和23年５月27日生

昭和48年４月

 
平成10年５月

平成16年６月

 
平成20年６月

 
平成20年12月

平成27年12月

平成28年８月

大和証券株式会社（現 株式会社大和

証券グループ本社）入社

同　岡山支店長

大和証券投資信託委託株式会社常勤監

査役

フィンテック　グローバル株式会社経

営戦略本部担当常任顧問

同　常勤監査役

同　顧問（現任）

当社取締役(現任)

注４ －

常勤監査役  澤　　　嗣　郎 昭和25年５月30日生

昭和48年４月 株式会社八雲建設コンサルタント（現

株式会社エイト日本技術開発）入社

注５ 11,500

平成19年８月 株式会社エイトコンサルタント（同）

取締役執行役員東京支店長

平成21年６月 株式会社エイト日本技術開発取締役常

務執行役員中国支社長

平成22年６月 同　取締役常務執行役員技術本部長

平成27年８月 同　常勤監査役（現任）

 当社常勤監査役（現任）

監査役  松　原　治　郎 昭和35年１月５日生

平成10年10月 松原公認会計士事務所所長（現任）

注５ 1,000
平成12年８月 株式会社エイトコンサルタント（現

株式会社エイト日本技術開発）監査役

平成19年６月 当社監査役（現任）

監査役  佐々木　秀　一 昭和40年６月16日生

平成16年９月 日本技術開発株式会社（現 株式会社

エイト日本技術開発）監査役
注５ 7,600

平成17年４月 ベルダ法律会計事務所所長（現任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

計 342,100

（注）１　取締役の阪田憲次氏及び二宮幸一氏は、社外取締役であります。

２　監査役の松原治郎氏及び佐々木秀一氏は、社外監査役であります。

３　任期は、平成27年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成29年５月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

４　任期は、平成28年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成29年５月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。

５　任期は、平成27年５月期に係る定時株主総会終結の時から、平成31年５月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

1.会社の機関の内容

当社は、取締役会設置会社であり各取締役は、客観的視点や幅広い視野に立ちグループ全体の経営に関し

監視を行っております。なお、経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るた

め、平成28年８月30日の当社定時株主総会において、社外取締役を新たに１名を選任し７名となっておりま

す。

当社は、監査役及び監査役会の設置会社であります。監査役は３名で、そのうち２名は社外監査役（会社

法第２条第16号に定める社外監査役）であります。各監査役は、取締役会等に出席し意思決定と業務執行の

監査を行っております。

 

2.内部統制システムの整備の状況

内部統制システムの整備に関しましては、平成27年５月の会社法改正に伴い「業務の適正を確保するため

の体制」につき、平成27年６月の取締役会で「内部統制システムの基本方針」を見直し決定しました。見直

しに伴い、業務の有効性と効率性、手続の適切性について社長直轄の監査部を中心に、グループ全社を対象

とした内部統制評価を実施する体制を強化するとともに、監査役の監査・監督の実効性を向上するための体

制を強化しております。

また、金融商品取引法第24条の４の４に定める「財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保する

ための体制の評価（以下、「Ｊ－ＳＯＸ」という。）」を実施するため、グループ全体を対象としたＪ－Ｓ

ＯＸの実施要領等を定める財務報告等に係る内部統制に関する基本規程及び実施マニュアルを制定、ならび

に内部統制委員会を設置し、評価体制を整備しております。

 

3.リスク管理体制の整備状況

当社は、株主及び地域社会ならびにＥ・Ｊグループの顧客、社員等すべてのステークホルダーから、より

高い信頼と評価を獲得するため、「リスク管理規程」等を制定し、法令や企業倫理を遵守していくための体

制を整備しております。また、Ｅ・Ｊグループ各社においても同様のリスク管理体制を整備し、グループ全

役職員による企業の不祥事の防止に努めております。

また、グループ企業の経営ならびに日常業務に関して、必要に応じて弁護士等の専門家から助言を頂く体

制をとっております。

 

4.子会社の業務の適正化を確保するための体制整備の状況

当社は、Ｅ・Ｊグループ各社の役職員が職務遂行にあたり、統一的かつ横断的なコンプライアンスの実践

と監視を図るため、次の体制を整備しております。

・　Ｅ・Ｊグループ各社の各種計画・方針等の実践において意思統一を図るため、情報連絡体制を充実さ

せるとともに、その周知徹底を図る。

・　Ｅ・Ｊグループ各社に影響を及ぼす重要な事項については、グループ経営会議等の緊急招集を含め、

迅速かつ適切な情報連絡と対応体制の整備を図る。

・　Ｅ・Ｊグループ各社の代表者及び取締役が参加する経営会議を定期的に開催し、経営上重要な事項の

検討や職務の執行に係る事項等で意思疎通を図り、グループ企業等の連携した迅速かつ適切な意思決

定並びに業務執行が可能な体制を整備する。

 

ロ．当該体制を採用する理由

当社は、Ｅ・Ｊグループの持株会社として、グループ全体の企業価値の向上ならびに株主に対する経営の透

明性を高めるために必要なコーポレート・ガバナンスの実践を経営の最重要課題の一つとして位置付けており

ます。

この考えのもと、当社では、経営の透明・公正かつ迅速な意思決定及び業務執行ならびにその監督を確実に

実施すべく、持株会社に経営の意思決定及び監督機能を持たせ、事業会社に業務執行機能を分離することで、

経営の質的向上を図り、急激な経営環境の変化に対して迅速な意思決定を行うことを目的としております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりであります。

 

 

ハ．社外取締役及び社外監査役との間で締結している責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役のいずれとも、責任限定契約は締結しておりません。

 

②　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査につきましては、監査部（２名）が業務活動の規律遵守及び適法性について監査役及び会計監査人と

相互に連携のうえ、当社及びグループ各社の状況等を監査し、その監査実施状況について適時に社長に報告して

おります。

監査役監査につきましては、監査役は取締役会等の重要な会議に出席する他、稟議書等の重要資料を閲覧し、

業務執行状況を確認するとともに、内部監査及び監査法人による重要な子会社等の往査に同行し状況を確認する

ことにより厳格・適正な監査を実施しております。

また、監査役、会計監査人、監査部は定期的に意見交換会を開催しております。
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③　社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容及び選任状況に関する考え方

当社は、社外取締役及び社外監査役（以下、「社外役員」という。）を選任するため「独立社外役員の独立性

等判断基準」を定め、その基準に則り社外役員候補者を選定し独立性を確保しております。

当社の社外役員は、社外取締役２名、社外監査役は２名選任しており、当社の経営監視をする上で適正かつ十

分な員数と考えております。全ての社外役員と当社との間には、人的関係、取引関係その他の利害関係はありま

せん。資本的関係として、社外監査役２名はそれぞれ当社株式を所有しており、その所有株式数は「５　役員の

状況」の所有株式数の欄に記載のとおりで、社外取締役２名は当社株式を所有しておりません。

社外取締役の阪田憲次氏は、岡山大学名誉教授として土木工学分野に精通されるとともに、（公社）日本コン

クリート工学協会会長、（一社）ダム工学会会長、（公社）土木学会会長などを歴任され、Ｅ・Ｊグループが

行っている建設コンサルタント事業等において、豊富な経験と知識を有し、また、社外取締役の二宮幸一氏は、

長年にわたり証券・金融業界で活躍され、同業界の相当程度の専門知識や経験等を有しております。

社外監査役の松原治郎氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、

また、社外監査役の佐々木秀一氏は、弁護士及び公認会計士の資格を有しており、法務、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。社外取締役及び社外監査役は、独立役員として株式会社東京証券取引所に届

出を行っております。一方、当社は、コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的かつ中立的な立場

での経営監視機能の強化と実効性のある監査体制作りが重要と考え、社外監査役の監視機能の充実に努めてまい

りました。社外監査役両氏は、法律と会計の専門家として毎回取締役会に出席し必要に応じ質問や確認を行うな

ど、業務執行状況について監視するとともに、四半期決算ごとに開催される当社監査役及び連結子会社の監査役

（当該社外監査役を含む）ならびに、当社の監査部と会計監査人の３者からなる意見交換会に毎回出席し、当社

及び連結グループ全体の経営状況を客観的かつ専門的視点で監視を行っております。

このように、社外取締役及び社外監査役による客観的かつ中立的な立場での経営の監督・監視機能が十分に発

揮できる体制を整えております。

 

④　役員報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
54 54 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
7 7 － － － 2

社外役員 10 10 － － － 3

 

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ．提出会社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、役員の報酬等につきましては、株主総会において報酬枠を決定し、取締役の個別報酬額等はあらか

じめ定められた基準にしたがい適切に算定し取締役会により、また、監査役の個別の報酬等は監査役の協議に

より、決定しております。

　なお、当社は、退職慰労金制度及びストックオプションは導入しておりません。
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⑤　株式の保有状況

イ. 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社である株式会社エイト日本技術

開発の株式の保有状況

1.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数　　　　　　　　　　 16銘柄

貸借対照表計上額の合計額　606百万円

 

2.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式（非上場株式を除く）の保有区分、銘柄、株式数、貸借対

照表計上額及び保有目的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ショーボンドホールディングス㈱ 67,700 368 事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 70,000 69 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

46,570 42 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱中国銀行 12,000 22 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱りそなホールディングス 29,487 21 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱トマト銀行 100,000 20 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱三井住友フィナンシャルグルー
プ

3,100 17 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱山陰合同銀行 10,000 11 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱東京ＴＹフィナンシャルグルー
プ

2,590 10 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱カワニシホールディングス 7,200 10 安定株主の確保を目的としております。

三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

14,900 8 取引関係の維持・強化等を目的としております。

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
ループホールディングス㈱

1,900 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱みずほフィナンシャルグループ 22,000 6 取引関係の維持・強化等を目的としております。

 

 

みなし保有株式

　該当事項はありません。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ショーボンドホールディングス㈱ 67,700 351 事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 70,000 45 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ

46,570 25 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱中国銀行 12,000 15 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱トマト銀行 100,000 14 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱りそなホールディングス 29,487 12 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱三井住友フィナンシャルグルー
プ

3,100 11 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱東京ＴＹフィナンシャルグルー
プ

2,590 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱山陰合同銀行 10,000 7 取引関係の維持・強化等を目的としております。

ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグ
ループホールディングス㈱

1,900 6 取引関係の維持・強化等を目的としております。

三井住友トラスト・ホールディン
グス㈱

14,900 5 取引関係の維持・強化等を目的としております。

㈱みずほフィナンシャルグループ 22,000 3 取引関係の維持・強化等を目的としております。

 

みなし保有株式

　該当事項はありません。

 

3.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 28 22 0 － 9

 

ロ. 当社の株式の保有状況

1.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数　　　　　　　　　　３銘柄

貸借対照表計上額の合計額 78百万円
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2.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱建設技術研究所 50,900 62 事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 30,000 29 取引関係の維持・強化等を目的としております。

野村ホールディングス㈱ 24,000 19 取引関係の維持・強化等を目的としております。

 

みなし保有株式

　該当事項はありません。

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱建設技術研究所 50,900 47 事業の拡大等を目的としております。

㈱大和証券グループ本社 30,000 19 取引関係の維持・強化等を目的としております。

野村ホールディングス㈱ 24,000 11 取引関係の維持・強化等を目的としております。

 

みなし保有株式

　該当事項はありません。

 

3.保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

区分

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金の合
計額

売却損益の合計
額

評価損益の合計
額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 － 44 － － △0

 

⑥　会計監査の状況

　会計監査につきましては、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、公正不偏な立場から監査を受けて

おります。当事業年度において会計監査を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員　近藤康仁 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員　業務執行社員　神田正史 有限責任 あずさ監査法人

　（注）　継続監査年数については、いずれの社員も７年以内であります。

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名及びその他６名であります。

 

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨を、定款で定めております。
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⑧　取締役会で決議できる株主総会決議事項について

1.自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定にもとづき、取締役会決

議により、市場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨を定款で定めております。

 

2.中間配当の決定機関

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定にもとづき、取締役会

決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

 

⑨　取締役の選任決議について

　当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　また、選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑩　株主総会の特別決議について

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行う旨を定款

で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営

を行うことを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 14 － 14 1

連結子会社 25 － 24 －

計 39 － 38 1

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

 

当連結会計年度

監査公認会計士等に報酬を支払っている非監査業務の内容は、総合型厚生年金基金（全国測量業厚生年金基金

及び建設コンサルタンツ厚生年金基金）に関する加入継続検討にあたっての分析及び助言業務であります。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査日数等を勘案した上で、会社法第399条及び当社定款第42条に基づき監査役会の同意を得て決定しており

ます。

 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

30/80



第５【経理の状況】
 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

にもとづいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）にもと

づいて作成しております。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、平成27年６月１日から平成28年５月31日までの連

結会計年度の連結財務諸表及び平成27年６月１日から平成28年５月31日までの第９期事業年度の財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、会計基準等の内容を適切に把握するとともに会計基準等の変更等について的確に対応することができる体

制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、監査法人等が主催する研修会への参

加ならびに会計専門書の定期購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,977 9,901

受取手形及び売掛金 1,606 1,759

有価証券 115 196

たな卸資産 ※２,※３ 2,036 ※２,※３ 1,762

前渡金 69 41

前払費用 199 202

繰延税金資産 338 268

その他 128 125

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 14,468 14,255

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,948 3,970

減価償却累計額 △2,818 △2,887

建物及び構築物（純額） 1,129 1,083

機械装置及び運搬具 140 136

減価償却累計額 △122 △121

機械装置及び運搬具（純額） 18 14

工具、器具及び備品 1,204 1,186

減価償却累計額 △1,078 △1,007

工具、器具及び備品（純額） 125 179

リース資産 29 13

減価償却累計額 △19 △5

リース資産（純額） 9 8

土地 2,249 2,273

建設仮勘定 64 7

有形固定資産合計 3,598 3,566

無形固定資産   

のれん 295 197

その他 196 205

無形固定資産合計 492 402

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 2,089 ※１ 1,758

固定化営業債権 18 5

投資不動産 696 696

減価償却累計額 △334 △340

投資不動産（純額） 362 355

繰延税金資産 41 38

退職給付に係る資産 16 34

その他 991 1,000

貸倒引当金 △75 △65

投資その他の資産合計 3,443 3,126

固定資産合計 7,533 7,095

資産合計 22,002 21,351
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年５月31日)

当連結会計年度
(平成28年５月31日)

負債の部   

流動負債   

業務未払金 684 580

短期借入金 650 450

未払金 398 252

未払費用 1,198 1,156

未払法人税等 176 160

未払消費税等 435 238

未成業務受入金 1,973 1,760

受注損失引当金 80 1

その他 118 99

流動負債合計 5,715 4,699

固定負債   

リース債務 5 6

繰延税金負債 196 69

退職給付に係る負債 1,250 1,268

長期未払金 95 86

長期預り保証金 32 32

固定負債合計 1,580 1,463

負債合計 7,295 6,163

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 5,241 5,241

利益剰余金 10,740 11,558

自己株式 △3,964 △3,964

株主資本合計 14,017 14,835

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 440 239

退職給付に係る調整累計額 190 49

その他の包括利益累計額合計 631 289

非支配株主持分 57 63

純資産合計 14,707 15,187

負債純資産合計 22,002 21,351
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年５月31日)

売上高   

完成業務高 22,747 22,470

売上原価   

完成業務原価 ※１,※２,※３ 16,359 ※１,※２ 16,222

売上総利益 6,388 6,247

販売費及び一般管理費   

役員報酬 408 398

給料及び手当 1,851 1,918

賞与 549 521

退職給付費用 88 63

法定福利費 463 473

旅費及び交通費 189 207

賃借料 259 263

貸倒引当金繰入額 4 0

減価償却費 56 70

のれん償却額 98 98

その他 870 ※３ 983

販売費及び一般管理費合計 4,839 4,997

営業利益 1,548 1,250

営業外収益   

受取利息 35 31

受取配当金 20 22

不動産賃貸料 28 27

受取保険金 57 －

その他 46 25

営業外収益合計 189 107

営業外費用   

支払利息 15 12

不動産賃貸費用 18 14

支払保証料 9 9

貸倒引当金繰入額 41 8

為替差損 － 10

その他 21 7

営業外費用合計 107 63

経常利益 1,630 1,293

特別利益   

投資有価証券売却益 － 3

特別利益合計 － 3
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年５月31日)

特別損失   

投資有価証券評価損 3 －

関係会社株式評価損 36 －

出資金評価損 7 －

特別損失合計 46 －

税金等調整前当期純利益 1,583 1,296

法人税、住民税及び事業税 289 260

法人税等調整額 △110 87

法人税等合計 179 347

当期純利益 1,404 949

非支配株主に帰属する当期純利益 6 5

親会社株主に帰属する当期純利益 1,398 943
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年５月31日)

当期純利益 1,404 949

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 139 △201

退職給付に係る調整額 157 △140

その他の包括利益合計 ※１ 296 ※１ △342

包括利益 1,701 607

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,695 601

非支配株主に係る包括利益 6 5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 5,267 9,434 △4,020 12,680

会計方針の変更による累積的影響
額

  △6  △6

会計方針の変更を反映した当期首残
高

2,000 5,267 9,427 △4,020 12,674

当期変動額      

剰余金の配当   △85  △85

親会社株主に帰属する当期純利益   1,398  1,398

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △25  56 30

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － △25 1,312 56 1,343

当期末残高 2,000 5,241 10,740 △3,964 14,017

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 300 33 334 57 13,072

会計方針の変更による累積的影響
額

    △6

会計方針の変更を反映した当期首残
高

300 33 334 57 13,066

当期変動額      

剰余金の配当     △85

親会社株主に帰属する当期純利益     1,398

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     30

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

139 157 296 0 296

当期変動額合計 139 157 296 0 1,640

当期末残高 440 190 631 57 14,707
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当連結会計年度（自　平成27年６月１日　至　平成28年５月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,000 5,241 10,740 △3,964 14,017

会計方針の変更による累積的影響
額

    －

会計方針の変更を反映した当期首残
高

2,000 5,241 10,740 △3,964 14,017

当期変動額      

剰余金の配当   △126  △126

親会社株主に帰属する当期純利益   943  943

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

     

当期変動額合計 － － 817 △0 817

当期末残高 2,000 5,241 11,558 △3,964 14,835

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評
価差額金

退職給付に係る調
整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 440 190 631 57 14,707

会計方針の変更による累積的影響
額

    －

会計方針の変更を反映した当期首残
高

440 190 631 57 14,707

当期変動額      

剰余金の配当     △126

親会社株主に帰属する当期純利益     943

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     －

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△201 △140 △342 5 △336

当期変動額合計 △201 △140 △342 5 480

当期末残高 239 49 289 63 15,187

 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

38/80



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,583 1,296

減価償却費 212 231

のれん償却額 98 98

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42 △10

受注損失引当金の増減額（△は減少） 59 △79

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △171 △190

受取利息及び受取配当金 △56 △54

支払利息 15 12

投資有価証券評価損益（△は益） 3 －

固定資産除却損 10 4

匿名組合投資損益（△は益） 8 △2

投資事業組合運用損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △705 △140

たな卸資産の増減額（△は増加） 217 274

保険積立金の増減額（△は増加） 39 20

未成業務受入金の増減額（△は減少） △795 △213

仕入債務の増減額（△は減少） 233 △105

未払消費税等の増減額（△は減少） 245 △197

その他 △9 △175

小計 1,032 768

利息及び配当金の受取額 56 54

利息の支払額 △16 △12

法人税等の支払額 △260 △293

営業活動によるキャッシュ・フロー 812 517

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △520 △420

定期預金の払戻による収入 460 500

有形固定資産の取得による支出 △207 △154

有形固定資産の売却による収入 － 1

無形固定資産の取得による支出 △106 △66

投資有価証券の取得による支出 △2 △44

投資有価証券の売却による収入 － 8

その他 △4 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △380 △185

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △600 △200

長期借入金の返済による支出 △222 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 30 －

配当金の支払額 △85 △126

その他 △9 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △887 △334

現金及び現金同等物に係る換算差額 11 △7

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △443 △10

現金及び現金同等物の期首残高 9,414 8,970

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,970 ※１ 8,960
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　6社

連結子会社の名称

株式会社エイト日本技術開発

日本インフラマネジメント株式会社

株式会社近代設計

株式会社共立エンジニヤ

共立工営株式会社

都市開発設計株式会社

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

株式会社未来基盤情報センター他３社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社（４社）は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておらず、かつ全体として重要性がないため、連結の範囲か

ら除外しております。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

 

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

株式会社未来基盤情報センター他４社

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社（４社）及び関連会社（１社）は、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

 

４　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

②たな卸資産

未成業務支出金

　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

 

②投資不動産

　定率法

 

　ただし、有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産について、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）、並びに、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法を採用

しております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　８年～50年

投資不動産　　　８年～50年

 

③無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法

によっております。

 

④リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

 

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

②受注損失引当金

　受注業務に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未成業務の損失見込額を計上して

おります。

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年～12年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。

また、過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により損益処理しております。

 

なお、一部の連結子会社については、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現期間を見積もり、８年間で均等償却を行っております。ただ

し、金額が僅少なものについては発生年度に全額償却することとしております。

 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①完成業務高の計上基準

　進捗部分について成果の確実性が認められる業務については業務進行基準（業務の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の業務については業務完成基準を採用しております。

 

②消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（平成25年９月13日　企業会計基準委員会　企業会計基準第21号。以下「企

業結合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（平成25年９月13日　企業会計基準委員

会　企業会計基準第22号。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（平成25年

９月13日　企業会計基準委員会　企業会計基準第７号。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結

会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金とし

て計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加

えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当

該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しております。

これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（平成

28年６月17日　実務対応報告第32号）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
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（未適用の会計基準等）
 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（平成28年３月28日　企業会計基準委員会　企業会計基準

適用指針第26号）

 

(1）概要

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計

上の実務指針及び監査上の実務指針（会計処理に関する部分）を企業会計基準委員会に移管するに際して、企

業会計基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回

収可能性の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針に

ついて、企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取扱いの枠組みを基本

的に踏襲した上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの一部について必要な見直しを行ったもの

で、繰延税金資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会）を適用する際の

指針を定めたものであります。

 

（分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取扱いの見直し）

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関す

る取扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

 

 

(2）適用予定日

平成28年６月１日に開始する連結会計年度の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

当該会計基準等の適用による影響は、未定であります。

 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「支払保証料」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反

映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組み替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた31百万

円は、「支払保証料」9百万円、「その他」21百万円として組み替えております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

投資有価証券（株式） 117百万円 116百万円

 

※２　たな卸資産の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

未成業務支出金 2,025百万円 1,757百万円

貯蔵品 11百万円 5百万円

計 2,036百万円 1,762百万円

 

※３　損失の発生が見込まれる業務契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺表示しております。相殺

表示したたな卸資産に対応する受注損失引当金の額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

たな卸資産（未成業務支出

金）に係るもの
5百万円 11百万円

 

　４　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年５月31日）

当連結会計年度
（平成28年５月31日）

㈱那賀ウッド 54百万円 ㈱那賀ウッド 31百万円

計 54百万円 計 31百万円

 

（連結損益計算書関係）

※１　たな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
　　至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
　　至　平成28年５月31日）

完成業務原価 △34百万円 6百万円

 

※２　完成業務原価に含まれている受注損失引当金繰入額

前連結会計年度
（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

70百万円 △69百万円

 

※３　一般管理費及び当期業務費用に含まれている研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成26年６月１日
　　至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
　　至　平成28年５月31日）

51百万円 46百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 179百万円 △271百万円

組替調整額 －百万円 △3百万円

税効果調整前 179百万円 △274百万円

税効果額 △39百万円 73百万円

その他有価証券評価差額金 139百万円 △201百万円

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 242百万円 △174百万円

組替調整額 △13百万円 △34百万円

税効果調整前 228百万円 △208百万円

税効果額 △71百万円 68百万円

退職給付に係る調整額 157百万円 △140百万円

その他の包括利益合計 296百万円 △342百万円

 

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 7,261,060 － － 7,261,060

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,551,740 240 30,980 1,521,000

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であり、普通株式の自己株式の減少は、連結

子会社が保有していた当社株式の売却による減少であります。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年８月28日

定時株主総会
普通株式 85 15 平成26年５月31日 平成26年８月29日

（注）　配当金の総額には、連結子会社が保有する当社株式に係る配当金は含んでおりません。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成27年８月27日

定時株主総会
普通株式 126 利益剰余金 22 平成27年５月31日 平成27年８月28日
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当連結会計年度（自　平成27年６月１日　至　平成28年５月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 7,261,060 － － 7,261,060

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,521,000 80 － 1,521,080

（注）　普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

 

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成27年８月27日

定時株主総会
普通株式 126 22 平成27年５月31日 平成27年８月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成28年８月30日

定時株主総会
普通株式 149 利益剰余金 26 平成28年５月31日 平成28年８月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

現金及び預金勘定 9,977百万円 9,901百万円

有価証券 115百万円 196百万円

計 10,092百万円 10,097百万円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△1,122百万円 △1,042百万円

償還期間が３ヶ月を超える株

式投資信託
－百万円 △95百万円

現金及び現金同等物 8,970百万円 8,960百万円

 

（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として、事務用機器（工具、器具及び備品）及び車両（機械装置及び運搬具）であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

１年内 1百万円 1百万円

１年超 5百万円 4百万円

合計 7百万円 5百万円
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当連結グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行借入により資金を調達しており

ます。

また、デリバティブ等の投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、与信管理に関する規程に

沿ってリスク低減を図っております。また、有価証券及び投資有価証券は主として株式及び投資信託であ

り、時価のあるものについては定期的に時価の把握を行っております。

営業債務である業務未払金は、ほぼすべてが１ヶ月以内の支払期日であります。また、短期借入金は営

業取引に係る資金調達であります。借入金はすべて固定金利であり金利の変動リスクはありません。これ

ら金銭債務は流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成する等の方法により管理しておりま

す。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）３参照）。

 

前連結会計年度（平成27年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 9,977 9,977 －

(2）受取手形及び売掛金 1,606   

貸倒引当金（注）１ △3   

 1,602 1,602 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 1,868 1,868 －

資産　計 13,448 13,448 －

(1）業務未払金 684 684 －

(2）短期借入金 650 650 －

(3）未払金 398 398 －

負債　計 1,732 1,732 －
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当連結会計年度（平成28年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 9,901 9,901 －

(2）受取手形及び売掛金 1,759   

貸倒引当金（注）１ △2   

 1,757 1,757 －

(3）有価証券    

その他有価証券 95 95 －

（4）投資有価証券    

その他有価証券 1,537 1,537 －

資産　計 13,292 13,292 －

(1）業務未払金 580 580 －

(2）短期借入金 450 450 －

(3）未払金 252 252 －

負債　計 1,282 1,282 －

（注）１　受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。

２　金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）有価証券、(4）投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格及び基準価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については、「注記事項（有価証券関係）」をご参照ください。

負　債

(1）業務未払金、(2）短期借入金、(3）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

３　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

有価証券   

　ＭＭＦ 115 100

投資有価証券   

　優先株式 100 100

　非上場株式 121 120

これらについては、市場価格がないことなどにより、時価を把握することが極めて困難と認められます。
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４　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,977 － － －

受取手形及び売掛金（注） 1,602 － － －

投資有価証券     

その他有価証券のうち

満期があるもの
    

債券（社債） － － 100 －

合計 11,579 － 100 －

 

当連結会計年度（平成28年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,901 － － －

受取手形及び売掛金（注） 1,757 － － －

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち

満期があるもの
    

債券（社債） － － 100 －

投資信託 95 － － －

合計 11,753 － 100 －

（注）　受取手形及び売掛金については、貸倒引当金を控除しております。

５　有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 650 － － － － －

合計 650 － － － － －

 

当連結会計年度（平成28年５月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 450 － － － － －

合計 450 － － － － －
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成27年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

　株式 782 290 491

　債券    

　社債 101 100 1

　その他 842 753 89

小計 1,726 1,143 582

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

　その他 141 147 △5

小計 141 147 △5

合計 1,868 1,291 576

 

当連結会計年度（平成28年５月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
   

　株式 611 266 345

　債券    

　社債 100 100 0

　その他 56 55 1

小計 769 421 347

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの
   

　株式 55 63 △8

　その他 808 846 △37

小計 863 909 △46

合計 1,633 1,331 301

（注）　市場価格がないことなどにより時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、含

めておりません。
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２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年６月１日　至　平成28年５月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額

（百万円）

売却損の合計額

(百万円)

株式 8 3 －

 

３　減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６

月１日　至　平成28年５月31日）

該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成27年５月31日）及び当連結会計年度（平成28年５月31日）

当連結グループは、デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

連結子会社の株式会社エイト日本技術開発は、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を設けてお

り、日本インフラマネジメント株式会社、株式会社近代設計、株式会社共立エンジニヤ及び共立工営株式会

社は、確定給付企業年金制度を設けております。

この他、株式会社近代設計を除く上記の４社は全国測量業厚生年金基金（総合設立型）に、株式会社近代

設計は建設コンサルタンツ厚生年金基金（総合設立型）にそれぞれ加入しておりますが、自社の拠出に対す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

株式会社近代設計が加入する建設コンサルタンツ厚生年金基金は、平成26年11月１日付で、株式会社近代

設計を除く上記４社が加入する全国測量業厚生年金基金は、平成27年11月１日付でそれぞれ厚生労働大臣か

ら将来期間分の代行返上の認可を受けております。

都市開発設計株式会社は、退職一時金制度及び特定退職金共済制度並びに確定拠出年金制度を採用してお

ります。

また、すべての連結子会社は、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

なお、株式会社エイト日本技術開発以外の連結子会社が有する確定給付企業年金及び退職一時金制度は、

簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２　確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

退職給付債務の期首残高 3,555百万円 3,669百万円

会計方針の変更による累積的影響額 6百万円 －百万円

会計方針の変更を反映した期首残高 3,561百万円 3,669百万円

勤務費用 226百万円 214百万円

利息費用 27百万円 27百万円

数理計算上の差異の発生額 13百万円 8百万円

退職給付の支払額 △159百万円 △73百万円

退職給付債務の期末残高 3,669百万円 3,847百万円

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。）

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

年金資産の期首残高 2,305百万円 2,734百万円

期待運用収益 34百万円 41百万円

数理計算上の差異の発生額 256百万円 △166百万円

事業主からの拠出額 297百万円 294百万円

退職給付の支払額 △159百万円 △73百万円

年金資産の期末残高 2,734百万円 2,830百万円

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 386百万円 299百万円

退職給付費用 26百万円 19百万円

退職給付の支払額 △35百万円 △17百万円

制度への拠出額 △78百万円 △83百万円

退職給付に係る負債の期末残高 299百万円 217百万円
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(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

積立型制度の退職給付債務 4,467百万円 4,647百万円

年金資産 △3,255百万円 △3,431百万円

 1,212百万円 1,215百万円

非積立型制度の退職給付債務 21百万円 18百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,234百万円 1,234百万円

   

退職給付に係る負債 1,250百万円 1,268百万円

退職給付に係る資産 △16百万円 △34百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,234百万円 1,234百万円

（注）　簡便法を適用した制度を含んでおります。

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

勤務費用 226百万円 214百万円

利息費用 27百万円 27百万円

期待運用収益 △34百万円 △41百万円

数理計算上の差異の費用処理額 35百万円 15百万円

過去勤務費用の費用処理額 △49百万円 △49百万円

簡便法で計算した退職給付費用 26百万円 19百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 232百万円 186百万円

 

(6）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

過去勤務費用 △49百万円 △49百万円

数理計算上の差異 278百万円 △159百万円

合　計 228百万円 △208百万円
 
 

(7）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

未認識過去勤務費用 209百万円 160百万円

未認識数理計算上の差異 71百万円 △88百万円

合　計 280百万円 71百万円
 
 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

54/80



(8）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

株式 35％ 33％

債券 26％ 30％

生命保険一般勘定 17％ 19％

オルタナティブ 19％ 17％

現金及び預金 3％ 0％

合　計 100％ 100％

（注）　オルタナティブ投資は、主にヘッジファンドへの投資であり、複数の銘柄に分散して投資して

おります。

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

割引率 0.8％ 0.8％

長期期待運用収益率 1.5％ 1.5％

予想昇給率 2.6％ 2.6％

 

３　複数事業主制度

(1）全国測量業厚生年金基金

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計

年度249百万円、当連結会計年度149百万円であります。

① 制度全体の積立状況に関する事項

 （平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

　年金資産の額 176,651百万円 205,448百万円

　年金財政計算上の数理債務の額と

　最低責任準備金の額との合計額
179,573百万円 194,939百万円

　差引額 △2,922百万円 10,508百万円

② 制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

　前連結会計年度　　　　4.3％（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度　　　　4.3％（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

③ 補足説明

上記①の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度8,208百万円、当連結

会計年度8,035百万円）および剰余金、不足金等（前連結会計年度5,286百万円、当連結会計年度18,543百

万円）であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当連結グ

ループは、連結財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金（前連結会計年度33百万円、当連結会計年度

34百万円）を費用処理しております。

なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。
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(2）建設コンサルタンツ厚生年金基金

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計

年度32百万円、当連結会計年度24百万円であります。

① 制度全体の積立状況に関する事項

 （平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

　年金資産の額 179,785百万円 198,294百万円

　年金財政計算上の数理債務の額と

　最低責任準備金の額との合計額
199,165百万円 198,589百万円

　差引額 △19,379百万円 △295百万円

② 制度全体に占める当連結グループの給与総額割合

　前連結会計年度　　　　0.6％（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度　　　　0.6％（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

③ 補足説明

上記①の差引額の要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前連結会計年度22,128百万円、当連結

会計年度20,811百万円）および剰余金、不足金等（前連結会計年度2,748百万円、当連結会計年度20,515

百万円）であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間15年元利均等償却であり、当連結グ

ループは、連結財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金（前連結会計年度16百万円、当連結会計年度

16百万円）を費用処理しております。

なお、上記②の割合は、当連結グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

 

４　確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度35百万円、当連結会計年度36百万円であり

ます。

 

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月１

日　至　平成28年５月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年５月31日）

繰延税金資産    

繰越欠損金 659百万円 454百万円

減損損失 434百万円 412百万円

退職給付に係る負債 490百万円 396百万円

時価評価による簿価修正額 159百万円 160百万円

投資有価証券評価損 52百万円 44百万円

未払賞与社会保険料 45百万円 36百万円

その他 217百万円 173百万円

小計 2,059百万円 1,679百万円

評価性引当額 △1,575百万円 △1,291百万円

繰延税金負債との相殺 △104百万円 △80百万円

繰延税金資産合計 379百万円 307百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △185百万円 △113百万円

退職給付に係る資産 △90百万円 △11百万円

時価評価による簿価修正額 △19百万円 △18百万円

その他 △5百万円 △5百万円

小計 △300百万円 △149百万円

繰延税金資産との相殺 104百万円 80百万円

繰延税金負債合計 △196百万円 △69百万円

差引：繰延税金資産純額 183百万円 237百万円

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年５月31日）

流動資産－繰延税金資産 338百万円 268百万円

固定資産－繰延税金資産 41百万円 38百万円

固定負債－繰延税金負債 △196百万円 △69百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年５月31日）

法定実効税率 35.4％  32.8％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7％  0.9％

住民税均等割額 5.9％  7.2％

のれん償却費 2.2％  2.5％

評価性引当額 △36.3％  △17.7％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.7％  1.4％

その他 △0.3％  △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.3％  26.8％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の

法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結

会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.1％から、平成28年６月１日に開始する連結会計年度及び

平成29年６月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年６月

１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.5％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は13百万円減少し、法

人税等調整額（借方）が19百万円、その他有価証券評価差額金が５百万円、退職給付に係る調整累計額が１

百万円それぞれ増加しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月１

日　至　平成28年５月31日）

該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

１　賃貸等不動産の概要

連結子会社の株式会社エイト日本技術開発及び株式会社近代設計は、岡山県その他の地域において、賃貸

用のオフィスビル（土地を含む。）等を有しております。また、保有する土地の一部に遊休資産がありま

す。

 

２　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高（百万円） 393 386

 期中増減額（百万円） △6 △6

 期末残高（百万円） 386 379

期末時価（百万円） 365 364

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２　前連結会計年度の期中増減額の主な内容は、減価償却７百万円であり、当連結会計年度の期中増減額の内容

は、減価償却６百万円であります。

３　時価は、主として固定資産税評価額にもとづいて自社で算定した金額であります。

 

３　賃貸等不動産に関する損益

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

賃貸収益（百万円） 28 27

賃貸費用（百万円） 18 14

差額（百万円） 10 12
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月

１日　至　平成28年５月31日）

経営資源の配分の決定及び業績評価の観点から、当連結グループは総合建設コンサルタント事業のみを営

んでおり、単一セグメントであるため、開示すべき事項はありません。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を営んでおり、性質、生産方法及び販売市場の類似し

た単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 7,618 総合建設コンサルタント事業

 

当連結会計年度（自　平成27年６月１日　至　平成28年５月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

当連結グループは、総合建設コンサルタント事業を営んでおり、性質、生産方法及び販売市場の類似し

た単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

国土交通省 6,000 総合建設コンサルタント事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月

１日　至　平成28年５月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月

１日　至　平成28年５月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６月

１日　至　平成28年５月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

前連結会計年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）及び当連結会計年度（自　平成27年６

月１日　至　平成28年５月31日）

　関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

１株当たり純資産額 2,552.10円 2,634.95円

１株当たり当期純利益 243.80円 164.45円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年５月31日）
当連結会計年度

（平成28年５月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 14,707 15,187

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
57 63

（うち非支配株主持分

（百万円））
（57） （63）

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
14,649 15,124

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた期末の普通株式の数（株）
5,740,060 5,739,980

３　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
1,398 943

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純利益（百万円）
1,398 943

普通株式の期中平均株式数（株） 5,735,383 5,739,998

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 650 450 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 5 2 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）
－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを

除く。）
5 6 －

平成29年６月～

平成33年２月

その他有利子負債 － － － －

合計 660 458 － －

（注）１　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を連結貸借対照表に計上しておりますので、記載しておりません。

３　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 1 1 1 0

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 1,689 4,283 6,968 22,470

税金等調整前四半期純損失

（△）又は税金等調整前当期

純利益（百万円）

△983 △1,698 △2,078 1,296

親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）又は親会社に帰

属する当期純利益（百万円）

△716 △1,353 △1,562 943

１株当たり四半期純損失

（△）又は１株当たり当期純

利益（円）

△124.87 △235.83 △272.14 164.45

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失

（△）（円）

△124.87 △110.96 △36.31 436.59

 

②　重要な訴訟事件等

当社の連結子会社である株式会社エイト日本技術開発が財団法人宮崎県環境整備公社（現　公益財団法人宮

崎県環境整備公社）から平成11年～平成14年にかけて受注した廃棄物処理施設「エコクリーンプラザみやざ

き」の一部である浸出水調整池の完成後の損傷及び浸出水の塩化物処理能力の不足が判明した件に関し、同公

社より、事実経過の解明及び責任の有無を明確にするため、平成22年４月28日付で株式会社エイト日本技術開

発及び工事施工会社３社に対し同施設の完成後の損傷について10億14百万円（提出日現在の請求額12億４百万

円）の損害賠償を、また、株式会社エイト日本技術開発に対して浸出水の塩化物処理能力の不足について５億

73百万円（提出日現在の請求額７億５百万円）の損害賠償を求めている訴訟は、現在も係争中であります。

この損害賠償請求額は、同公社が一方的に査定した金額であり、現時点では、原告の請求の全部又は一部が

認められるのか、認められるとした場合の原告と被告の過失割合や被告間での責任分担などにつきましては、

依然として、まったく予測することができない状況であります。

株式会社エイト日本技術開発としましては、本件における瑕疵、債務不履行ないしは不法行為上の過失がな

いことを主張しているところであり、今後も引き続き裁判手続において正当性を主張していく所存でありま

す。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年５月31日)
当事業年度

(平成28年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 134 280

前払費用 2 1

繰延税金資産 2 1

未収還付法人税等 85 85

その他 0 1

流動資産合計 225 369

固定資産   

有形固定資産   

工具、器具及び備品 0 0

減価償却累計額 △0 △0

工具、器具及び備品（純額） 0 0

有形固定資産合計 0 0

無形固定資産   

ソフトウエア 7 8

無形固定資産合計 7 8

投資その他の資産   

投資有価証券 111 122

関係会社株式 19,082 19,082

投資その他の資産合計 19,194 19,205

固定資産合計 19,202 19,214

資産合計 19,427 19,583

負債の部   

流動負債   

短期借入金 650 450

未払金 1 2

未払費用 10 10

未払法人税等 9 4

未払消費税等 9 5

預り金 0 0

流動負債合計 682 473

固定負債   

繰延税金負債 23 12

固定負債合計 23 12

負債合計 705 486
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年５月31日)
当事業年度

(平成28年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,000 2,000

資本剰余金   

資本準備金 1,500 1,500

その他資本剰余金 14,551 14,551

資本剰余金合計 16,051 16,051

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 2,143 2,542

その他利益剰余金合計 2,143 2,542

利益剰余金合計 2,143 2,542

自己株式 △1,522 △1,522

株主資本合計 18,672 19,071

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 49 26

評価・換算差額等合計 49 26

純資産合計 18,721 19,097

負債純資産合計 19,427 19,583
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年６月１日
　至　平成27年５月31日)

当事業年度
(自　平成27年６月１日
　至　平成28年５月31日)

売上高   

経営管理料 ※１ 292 ※１ 291

関係会社受取配当金 492 483

売上高合計 784 775

販売費及び一般管理費 ※３ 230 ※３ 234

営業利益 553 540

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 2 2

関係会社貸付金利息 2 3

システム使用料 ※２ 3 ※２ 6

その他 0 0

営業外収益合計 8 12

営業外費用   

支払利息 8 6

その他 0 0

営業外費用合計 8 6

経常利益 553 546

特別損失   

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 3 －

税引前当期純利益 550 546

法人税、住民税及び事業税 23 21

法人税等調整額 △21 0

法人税等合計 1 21

当期純利益 548 524

 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

66/80



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年６月１日　至　平成27年５月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,000 1,500 14,551 16,051 1,681 1,681 △1,522 18,210

当期変動額         

剰余金の配当     △86 △86  △86

当期純利益     548 548  548

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 462 462 △0 462

当期末残高 2,000 1,500 14,551 16,051 2,143 2,143 △1,522 18,672

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 31 31 18,242

当期変動額    

剰余金の配当   △86

当期純利益   548

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

17 17 17

当期変動額合計 17 17 479

当期末残高 49 49 18,721
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当事業年度（自　平成27年６月１日　至　平成28年５月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 2,000 1,500 14,551 16,051 2,143 2,143 △1,522 18,672

当期変動額         

剰余金の配当     △126 △126  △126

当期純利益     524 524  524

自己株式の取得       △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － 398 398 △0 398

当期末残高 2,000 1,500 14,551 16,051 2,542 2,542 △1,522 19,071

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 49 49 18,721

当期変動額    

剰余金の配当   △126

当期純利益   524

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

△22 △22 △22

当期変動額合計 △22 △22 375

当期末残高 26 26 19,097

 

EDINET提出書類

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社(E05706)

有価証券報告書

68/80



【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　なお、耐用年数は次のとおりであります。

工具、器具及び備品　　４年

 

(2）無形固定資産

　定額法

　自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法によっており

ます。

 

３　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（貸借対照表関係）

　１　保証債務

　他の会社の金融機関からの借入金に対し、債務保証を行っております。

前事業年度
（平成27年５月31日）

当事業年度
（平成28年５月31日）

㈱那賀ウッド 54百万円 ㈱那賀ウッド 31百万円

計 54百万円 計 31百万円

 

（損益計算書関係）

※１　売上高のうち関係会社との取引にかかわるものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当事業年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

経営管理料 292百万円 291百万円

 

※２　営業外収益のうち関係会社との取引にかかわるものは次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成26年６月１日
至　平成27年５月31日）

当事業年度
（自　平成27年６月１日
至　平成28年５月31日）

システム使用料 3百万円 6百万円
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※３　販売費及び一般管理費の主なもの

 
前事業年度

（自　平成26年６月１日
　　至　平成27年５月31日）

当事業年度
（自　平成27年６月１日
　　至　平成28年５月31日）

役員報酬 65百万円 71百万円

給与 72百万円 66百万円

法定福利費 18百万円 18百万円

支払手数料 9百万円 9百万円

支払報酬 16百万円 18百万円
 

割合   

販売費 －％ －％

一般管理費 100％ 100％

 

（有価証券関係）

子会社株式

子会社株式（前事業年度及び当事業年度の貸借対照表計上額19,082百万円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、時価を記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年５月31日）
 

当事業年度
（平成28年５月31日）

繰延税金資産    

投資有価証券評価損 2百万円 2百万円

その他 2百万円 1百万円

計 4百万円 3百万円

評価性引当額 △2百万円 △2百万円

繰延税金資産合計 2百万円 1百万円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △19百万円 △8百万円

その他 △4百万円 △4百万円

計 △23百万円 △12百万円

繰延税金負債合計 △23百万円 △12百万円

差引：繰延税金負債純額 △21百万円 △11百万円

（注）　前事業年度及び当事業年度における繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前事業年度

（平成27年５月31日）
 

当事業年度
（平成28年５月31日）

流動資産－繰延税金資産 2百万円 1百万円

固定負債－繰延税金負債 △23百万円 △12百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年５月31日）
 

当事業年度
（平成28年５月31日）

法定実効税率 35.4％ 32.8％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％ 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △31.7％ △29.1％

住民税均等割額 0.2％ 0.2％

評価性引当額 △3.6％ －％

その他 △0.1％ 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.3％ 4.0％

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年

度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の

計算に使用する法定実効税率は、従来の32.1％から、平成28年６月１日に開始する事業年度及び平成29年６

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成30年６月１日に開始する

事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.5％になります。

この税率変更による影響は軽微であります。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有形固定資産        

工具、器具及び備品 0 － － 0 0 － 0

有形固定資産計 0 － － 0 0 － 0

無形固定資産        

ソフトウエア 9 3 － 13 4 2 8

無形固定資産計 9 3 － 13 4 2 8

 

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日
11月30日

５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り（注）２  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事

故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとお

りです。

http://www.ej-hds.co.jp/koukoku.html

株主に対する特典 特になし

（注）１　当社の株主は、定款の定めにより、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有して

おりません。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　単元未満株式の買取りの取り扱いは、原則として証券会社等の口座管理機関を経由して行うこととなってお

りますが、特別口座に記録されている株式については、特別口座の口座管理機関が直接取り扱います。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

（第８期）

自　平成26年６月１日

至　平成27年５月31日

 

 

平成27年８月28日

中国財務局長に提出。

      

(2）内部統制報告書 事業年度

（第８期）

自　平成26年６月１日

至　平成27年５月31日

 

 

平成27年８月28日

中国財務局長に提出。

      

(3）四半期報告書

及び確認書

（第９期第１四半期） 自　平成27年６月１日

至　平成27年８月31日

 

 

平成27年10月15日

中国財務局長に提出。

  （第９期第２四半期） 自　平成27年９月１日

至　平成27年11月30日

 

 

平成28年１月14日

中国財務局長に提出。

  （第９期第３四半期） 自　平成27年12月１日

至　平成28年２月29日

 

 

平成28年４月14日

中国財務局長に提出。

      

(4）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９

号の２（株主総会における議決権行使の結果）

 

 

平成27年８月31日

中国財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 

平成28年８月30日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近　　藤　　康　　仁　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神　　田　　正　　史　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成27年６月１日から平成28年５月31日まで
の連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、
連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
 

連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸
表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務
諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい
る。
　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年５月31日現在の財政状態並び
に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、Ｅ・Ｊホー
ルディングス株式会社の平成28年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

内部統制報告書に対する経営者の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに
ある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ
ない可能性がある。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財
務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査
の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。
　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査
証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務
報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報
告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として
の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
　当監査法人は、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社が平成28年５月31日現在の財務報告に係る内部統制
は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報
告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書 
 

 

平成28年８月30日

Ｅ・Ｊホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 近　　藤　　康　　仁　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神　　田　　正　　史　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているＥ・Ｊホールディングス株式会社の平成27年６月１日から平成28年５月31日まで
の第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会
計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 

財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、Ｅ・Ｊホールディングス株式会社の平成28年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す
る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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